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様式第１号                                   （用紙Ａ４） 

 

工 事 種 類 別 完 成 工 事 高 付 表 

 

申請者                   

 

審査対象建設業 完成工事高 
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様式第２号（※北海道知事許可用として作成しております）              （用紙Ａ４） 

 

 

経理処理の適正を確認した旨の書類 

 

 

 私は、建設業法施行規則第１８条の３第３項第２号の規定に基づく確認を行うため、○○○の（元号） 

年 月 日から（元号） 年 月 日までの第 期事業年度における計算書類、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表について、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準その他の企業会計の慣行をしん酌され作成されたものであること及び別添の会計処理に関

する確認項目の対象に係る内容について適正に処理されていることを確認しました。 

 

 

 北海道知事 様 

 

 

              令和 年 月 日 

 

              商号又は名称 

              所属・役職       

              氏    名                                      

 

 

 

以上 
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別添 

建設業の経理が適正に行われたことに係る確認項目 

項目  内容  

全体   前期と比較し概ね２０％以上増減している科目についての内容を検証す
る。特に次の科目については、詳細に検証し不適切なものが含まれていない
ことを確認した。 

 

    受取手形、完成工事未収入金等の営業債権 

    未成工事支出金等の棚卸資産 

    貸付金等の金銭債権 

    借入金等の金銭債務 

    完成工事高、兼業事業売上高 

    完成工事原価、兼業事業売上原価 

    支払利息等の金融費用 

預貯金   残高証明書又は預金通帳等により残高を確認している。  

金銭債権   営業上の債権のうち正常営業循環から外れたものがある場合、これを投資
その他の資産の部に表示している。 

 

   営業上の債権以外の債権でその履行時期が１年以内に到来しないものが
ある場合、これを投資その他の資産の部に表示している。 

 

   受取手形割引額及び受取手形裏書譲渡額がある場合、これを注記してい
る。 

 

貸倒損失 

貸倒引当金 

  法的に消滅した債権又は回収不能な債権がある場合、これらについて貸倒
損失を計上し債権金額から控除している。 

 

   取立不能のおそれがある金銭債権がある場合、その取立不能見込額を貸倒
引当金として計上している。 

 

   貸倒損失・貸倒引当金繰入額等がある場合、その発生の態様に応じて損益
計算上区分して表示している。 

 

有価証券   有価証券がある場合、売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株
式及び関連会社株式、その他有価証券に区分して評価している。 

 

   売買目的有価証券がある場合、時価を貸借対照表価額とし、評価差額は営
業外損益としている。 

 

   市場価格のあるその他有価証券を多額に保有している場合、時価を貸借対
照表価額とし、評価差額は洗替方式に基づき、全部純資産直入法又は部分純
資産直入法により処理している。 

 

   時価が取得価額より著しく下落し、かつ、回復の見込みがない市場価格の
ある有価証券（売買目的有価証券を除く。）を保有する場合、これを時価で評
価し、評価差額は特別損失に計上している。 

 

   その発行会社の財政状態が著しく悪化した市場価格のない株式を保有す
る場合、これについて相当の減額をし、評価差額は当期の損失として処理し
ている。 

 

棚卸資産   原価法を採用している棚卸資産で、時価が取得原価より著しく低く、かつ、
将来回復の見込みがないものがある場合、これを時価で評価している。 
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未成工事支出金   発注者に生じた特別の事由により施工を中断している工事で代金回収が
見込めないものがある場合、この工事に係る原価を損失として計上し、未成
工事支出金から控除している。 

 

   施工に着手したものの、契約上の重要な問題等が発生したため代金回収が
見込めない工事がある場合、この工事に係る原価を損失として計上し、未成
工事支出金から控除している。 

 

経過勘定等   前払費用と前払金、前受収益と前受金、未払費用と未払金、未収収益と未
収金は、それぞれ区別し、適正に処理している。 

 

   立替金、仮払金、仮受金等の項目のうち、金額の重要なもの又は当期の費
用又は収益とすべきものがある場合、適正に処理している。 

 

固定資産   減価償却は経営状況により任意に行うことなく、継続して規則的な償却を
行っている。 

 

   適用した耐用年数等が著しく不合理となった固定資産がある場合、耐用年
数又は残存価額を修正し、これに基づいて過年度の減価償却累計額を修正
し、修正額を特別損失に計上している。 

 

   予測することができない減損が生じた固定資産がある場合、相当の減額を
している。 

 

   使用状況に大幅な変更があった固定資産がある場合、相当の減額の可能性
について検討している。 

 

   研究開発に該当するソフトウェア制作費がある場合、研究開発費として費
用処理している。 

 

   研究開発に該当しない社内利用のソフトウェア制作費がある場合、無形固
定資産に計上している。   

 

   遊休中の固定資産及び投資目的で保有している固定資産で、時価が５０％
以上下落しているものがある場合、これを時価で評価している。 

 

   時価のあるゴルフ会員権につき、時価が５０％以上下落しているものがあ
る場合、これを時価で評価している。 

 

   投資目的で保有している固定資産がある場合、これを有形固定資産から控
除し、投資その他の資産に計上している。 

 

繰延資産   資産として計上した繰延資産がある場合、当期の償却を適正に行ってい
る。 

 

   税法固有の繰延資産がある場合、投資その他の資産の部に長期前払費用等
として計上し、支出の効果の及ぶ期間で償却を行っている。 

 

金銭債務   金銭債務は網羅的に計上し、債務額を付している。  

   営業上の債務のうち正常営業循環から外れたものがある場合、これを適正
な科目で表示している。 

 

   借入金その他営業上の債務以外の債務でその支払期限が１年以内に到来
しないものがある場合、これを固定負債の部に表示している。 

 

未成工事受入金   引渡前の工事に係る前受金を受領している場合、未成工事受入金として処
理し、完成工事高を計上していない。ただし、工事進行基準による完成工事
高の計上により減額処理されたものを除く。 
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引当金   将来発生する可能性の高い費用又は損失が特定され、発生原因が当期以前
にあり、かつ、設定金額を合理的に見積ることができるものがある場合、こ
れを引当金として計上している。 

 

   役員賞与を支給する場合、発生した事業年度の費用として処理している。  

   損失が見込まれる工事がある場合、その損失見込額につき工事損失引当金
を計上している。 

 

   引渡を完了した工事につき瑕疵補償契約を締結している場合、完成工事補
償引当金を計上している。 

 

退職給付債務 

退職給付引当金 

  確定給付型退職給付制度（退職一時金制度、厚生年金基金、適格退職年金
及び確定給付企業年金）を採用している場合、退職給付引当金を計上してい
る。 

 

   中小企業退職金共済制度、特定退職金共済制度及び確定拠出型年金制度を
採用している場合、毎期の掛金を費用処理している。 

 

その他の引当金   将来発生する可能性の高い費用又は損失が特定され、発生原因が当期以前
にあり、かつ、設定金額を合理的に見積ることができるものがある場合、こ
れを引当金として計上している。 

 

   役員賞与を支給する場合、発生した事業年度の費用として処理している。  

   損失が見込まれる工事がある場合、その損失見込額につき工事損失引当金
を計上している。 

 

   引渡を完了した工事につき瑕疵補償契約を締結している場合、完成工事補
償引当金を計上している。 

 

法人税等   法人税、住民税及び事業税は、発生基準により損益計算書に計上している。  

  法人税等の未払額がある場合、これを流動負債に計上している。  

   期中において中間納付した法人税等がある場合、これを資産から控除し、
損益計算書に表示している。 

 

消費税   決算日における未払消費税等（未収消費税等）がある場合、未払金（未収
入金）又は未払消費税等（未収消費税等）として表示している。 

 

税効果会計   繰延税金資産を計上している場合、厳格かつ慎重に回収可能性を検討して
いる。 

 

   繰延税金資産及び繰延税金負債を計上している場合は、その主な内訳等を
注記している。 

 

   過去３年以上連続して欠損金が計上されている場合、繰延税金資産を計上
していない。 

 

純資産   純資産の部は株主資本と株主資本以外に区分し、株主資本は、資本金、資
本剰余金、利益剰余金に区分し、また、株主資本以外の各項目は、評価・換
算差額等及び新株予約権に区分している。 

 

収益・費用の計

上（全般） 

  収益及び費用については、一会計期問に属するすべての収益とこれに対応
するすべての費用を計上している。 

 

   原則として、収益については実現主義により、費用については発生主義に
より認識している。 

 

工事収益・工事   適正な工事収益計上基準（工事完成基準、工事進行基準、部分完成基準等）
に従っており、工事収益を恣意的に計上していない。 
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原価 

   引渡の日として合理的であると認められる日（作業を結了した日、相手方
の受入場所へ搬入した日、相手方が検収を完了した日、相手方において使用
収益ができることとなった日等）を設定し、その時点において継続的に工事
収益を計上している。 

 

   建設業に係る収益・費用と建設業以外の兼業事業の収益・費用を区分して
計上している。ただし、兼業事業売上高が軽微な場合を除く。 

 

   工事原価の範囲・内容を明確に規定し、一般管理費や営業外費用と峻別の
うえ適正に処理している。 

 

工事進行基準   工事進行基準を適用する工事の範囲（工期、請負金額等）を定め、これに
該当する工事については、工事進行基準により継続的に工事収益を計上して
いる。 

 

   工事進行基準を適用する工事の範囲（工期、請負金額等）を注記している。  

   実行予算等に基づく、適正な見積り工事原価を算定している。  

   工事原価計算の手続きを経た発生工事原価を把握し、これに基づき合理的
な工事進捗率を算定している。 

 

   工事収益に見合う金銭債務「未成工事受入金」を減額し、これと計上した
工事収益との減額がある場合、「完成工事未収入金」を計上している。 

 

受取利息配当金   協同組合から支払いを受ける事業分量配当金がある場合、これを受取利息
配当金として計上していない。 

 

支払利息   有利子負債が計上されている場合、支払利息を計上している。  

ＪＶ   共同施工方式のＪＶに係る資産・負債・収益・費用につき、自社の出資割
合に応じた金額のみを計上し、ＪＶ全体の資産・負債・収益・費用等、他の
割合による金額を計上していない。 

 

   分担施工方式のＪＶに係る収益につき、契約金額等の自社の施工割合に応
じた金額を計上し、ＪＶ全体の施工金額等、他の金額を計上していない。 

 

   ＪＶを代表して自社が実際に支払った金額と協定原価とが異なることに
起因する利益は、当期の収益または未成工事支出金のマイナスとして処理し
ている。 

 

個別注記表   重要な会計方針に係る事項について注記している。  

    資産の評価基準及び評価方法 

    固定資産の減価償却の方法 

    引当金の計上基準 

    収益及び費用の計上基準 

   会社の財産又は損益の状態を正確に判断するために必要な事項を注記し
ている。 

 

   当期において会計方針の変更等があった場合、その内容及び影響額を注記
している。 
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様式第３号（※北海道知事許可用として作成しております）              （用紙Ａ４） 

 

 

継続雇用制度の適用を受けている技術職員名簿 

 

 

 建設業法施行規則別記様式第２５号の１４・別紙２の技術職員名簿に記載した者のうち、下表に掲げる

者については、審査基準日において継続雇用制度の適用を受けていることを証明します。 

 

 

 北海道知事 様 

 

               住    所 

               商号又は名称 

               代表者氏名                                           

 

通番 氏  名 生年月日 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

記載要領 

 １ 規則別記様式第２５号の１４・別紙２の技術職員名簿に記載した者のうち、審査基準日において継       

続雇用制度の適用を受けている者（６５歳以下の者に限る。）について記載すること。 

 ２ 通番、氏名及び生年月日は、規則別記様式第２５号の１４・別紙２の記載と統一すること。 
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様式第４号

（用紙A４）

   年   月   日

通番 氏名 生年月日 CPD単位

  なお、小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

CPD単位を取得した技術者名簿

 記様式第25号の14・別紙２に記載のない者について作成すること。

１ この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、建設業法第七条第二号イ、ロ若しくはハ又

 は同法第十五条第二号イ、ロ若しくはハに該当する者又は一級若しくは二級の第一次検定に合格した者であって、規則別

２ ｢CPD単位｣の欄には、技術者がＣＰＤ認定団体によって修得を認定された単位数を、告示別表第十八の左欄に掲げるC

 PD認定団体ごとに右欄に掲げる数値で除し、30を乗じた数値を記載すること。

CPD単位総計（①＋②）

記載要領

（技術職員名簿に記載のある者を除く）

上記技術者が取得したCPD単位の合計（①）

技術職員名簿に記載のある技術職員が取得したCPD単位合計（②）



 

- 9 - 
 

 

様式第５号

（用紙Ａ４）

　　年　　月　　日

通番 氏名 生年月日 評価日
レベル

向上の有無
控除対象

合計 （人） （人） （人）

　　建設工事に従事する者に該当する者（ただし、建設工事の施工の管理のみに従事した者は除く。）について作成すること。

技能者名簿

記載要領

１　この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、審査基準日以前三年間のうちに稼働していた

　　いずれかの、建設工事の施工に従事した者であって、建設業法施行規則第十四条の二第二号チ又は同条第四号チに規定する

５　本表の最後の行には、作成対象となる技能者、｢レベル向上の有無｣の欄に○印が記載された者、｢控除対象｣の欄に○印

　　が記載された者、それぞれの合計人数を記載すること。

２　｢評価日｣の欄には、技能者が審査基準日以前において認定能力評価基準により評価を受けている場合、その最も新しい

　　評価を受けた日を記載すること。

３　｢レベル向上の有無｣の欄には、審査基準日以前三年間に、能力評価基準により受けた評価の区分が、審査基準日の三年

　　前の日以前に受けた最新の評価の区分より１以上上位であった者に該当する場合に、○印を記載すること。

４　｢控除対象｣の欄には、審査基準日の３年前の日以前に能力評価基準により評価が最上位の区分に該当するとされた者の

　　場合に、○印を記載すること。　
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様式第６号                                    （用紙Ａ４） 

 

 

建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置を実施した旨の誓約書 

及び 

情報共有に関する同意書 

 

 

  （元号）  年  月  日から（元号）  年  月  日までの期間に発注者から直接請け負った

建設工事について、以下のとおり、建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置を実施

していることを誓約します。 

また、建設業法第２７条の２６第１項に定める国土交通大臣又は都道府県知事及び一般財団法人建設

業振興基金との間において、上記の内容を確認する目的での情報共有を行うことに同意します。 

 

 

北海道知事 殿                    （元号）  年  月  日 

 

建設キャリアアップシステム事業者ＩＤ 

               

住所 

商号又は氏名 

代表者氏名                                             

 

 

申請区分 （１．全ての建設工事、２．全ての公共工事） 

科 目 件 数 

措置実施工事 件 

措置未実施工事 軽微な工事 件 

災害応急対策 件 

合 計 件 
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様式第７号                             （用紙Ａ４） 
 
 
    「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」に関する誓約書 

 
 

 「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」において、令和  年  月  日 
  付で宣言した取り組みについて、取組開始日以降（行う／行っている）ことを誓約しま 
  す。 
   また、建設業法第２７条の２６第１項に定める国土交通大臣又は都道府県知事及び一 
  般財団法人建設業振興基金との間において、上記の内容を確認する目的での情報共有を 
  行うこと及び上記の内容を確認する目的の調査に協力することに同意します。 
 
 
    北海道知事 殿 

（元号）  年  月  日   
 
              住所 
              商号又は氏名 
              代表者氏名 
 
 
                                        
 
 
    申請区分  （Ａ．取り組みを行う、Ｂ．取り組みを行っている） 
 

項   目 日  付 

審査基準日 年   月   日 

取組開始日 年   月   日 
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別紙様式 
 

経営事項審査結果通知書（写）交付請求書 

 

（元号）  年  月  日 
 
 北 海 道 知 事 様 

 

請求者 

許 可 番 号：北海道知事許可（  ―  ）  第     号 

所 在 地： 

商 号 ・ 名 称： 

代 表 者 指 名：                        

 

 

 次の理由により、必要となりましたので、経営事項審査結果通知書（写）について 

交付願います。 

 

記 

 

１ 請求する理由 

 

   

 

２ 請求する審査基準日 

 

  審査基準日：    年  月  日 

交付事務迅速化のため、次の事項について（可能な限り）ご記入願います。 

経 審 申 請 日：（元号）  年  月  日 

許可行政庁受理日：（元号）  年  月  日 

受 付 整 理 番 号： 

経審結果通知日：（元号）  年  月  日 

 

※ 請求を行う日現在１年７ヶ月の有効期限を越えていないもので、直近の 

審査基準日が対象となります。 

結果通知書（写）の交付を希望する方は、 

本様式を作成の上、経営事項審査を申請した 

（総合）振興局建設指導課へ提出してください。 
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参考様式 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建設業経理事務士がいない場合や、任意様式で一覧を作成している場合は、本様式は不要です。 

※資格取得後、５年経過している場合は CPD 講習受講日を記入してください。 
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参 考 様 式

区分 建設機械の種類 メーカー名 型式
製造・車体番号

表示番号（ダンプ車）
種別又は規格

所有・
リース

特定自主検査等実施
年月日及び検査満了日

1 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

2 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

3 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

4 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

5 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

6 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

7 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

8 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

9 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

10 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

11 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

12 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

13 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

14 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

15 　 　　年　　月　　日 ～ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日

１．「建設機械の種類」及び「所有・リース」欄は「所有・リース（自動更新なし）・リース（自動更新あり）のうち、該当するものを選択すること。

　　１のうち、リース（自動更新なし）とは、建設機械のリース契約を締結している場合で、契約期間の満了時に特段の申し出がない限り、リース契約が満了する契約を言う。
　　また、リース（自動更新あり）とは、建設機械のリース契約を締結している場合で、契約期間の満了時に特段の申し出がなくとも、リース契約が継続する契約を言う。
２．「種別又は規格」欄は、「建設機械の種類」欄にて選択した機種ごとに下記につき記載すること。

　①「ショベル系掘削機」にあっては、ショベル、バックホウ、ドラグライン、クラムシェル、クレーン又はパイルドライバーのアタッチメントを有する旨。（例：バックホウ）

　②「ブルドーザー」にあっては、自重。（例：3.89トン）

　③「トラクターショベル」にあっては、バケット容量。（例：1.2立方メートル）

　④「モーターグレーダー」にあっては、自重。（例：10.0トン）

　⑤「締固め用機械」にあっては、機械の種類。

　⑥「解体用機械」にあっては、機械の種類。

　⑦「高所作業車」にあっては、作業床の高さ。（例：5.0メートル）

　⑧「移動式クレーン」にあっては、つり上げ荷重。（例：7.0トン）

　⑨「ダンプ車」にあっては、ダンプ車の種類。

３．「リース期間又は取得日」欄は「リース期間の始期及び終期」又は「取得日」を記入すること。

建　設　機　械　の　保　有　状　況　一　覧

リース期間又は取得日

４．「特定自主点検等実施年月日及び検査満了日」欄は、ショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクターショベル、モーターグレーダー、締固め用機械、解体用機械及び高所作業車は審査基準日以前１年以内の特定自主検査
　 の検査年月日（不整地運搬車は審査基準日以前２年以内の特定自主検査の検査年月日）、ダンプ車及びアスファルト・フィニッシャは車検の登録満了年月日、移動式クレーンは審査基準日以前２年以内の移動式クレーン
　 検査の有効期間の終期の年月日を記入すること。
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参考様式 

  
「資本性借入金」該当証明書 

 

令和 年 月 日  

 

所有資格            

 商号又は名称         

氏名             

 

        において、令和 年 月 日時点の借入残高のうち、      円は、 

以下の〈貸出条件〉に該当し、【借入内容】に記載の内容が適当であることを証明します。 

 

〈貸出条件〉 

 要件 該当箇所 

償還条件 

償還期間が５年超 
 

 

期限一括償還 
 

 

金利設定 配当可能利益に応じた金利設定 
 

 

劣後性 法的破綻時の劣後性の確保  

 

  同等に評価できる長期の据置期間が設定されている場合は該当しない。 

  業績連動型が原則。債務者が厳しい状況にある期間は、これに応じて金利負担が 

  抑えられるような仕組みが講じられていること。 

  少なくとも法的破綻に至るまでの間において、他の債権に先んじて回収されない 

  仕組みが備わっている場合も該当する。 

 

【借入内容】 

科目 内容 

貸出主  

借入金額  

借入期間   年 月 日～  年 月 日 

当期決算日における残存年数  年以上 年未満 

自己資本と 

扱う額 

当期決算日 

(  年 月 日) 
 

前期決算日 

(  年 月 日) 
 

  「自己資本と扱う額」において、貸借対照表上の純資産との合算値は記載しない。 

 

＊1 

＊1 

＊2 

＊2 

＊3 

＊3 

＊4 

＊4 


